
(単位：円)

当  年  度 前  年  度 増      減

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

現金預金 251,706,112

未収金 9,124,500

   流動資産合計 260,830,612

２．固定資産

  (１)基本財産

定期預金 1,000,000

   基本財産合計 1,000,000

  (２)特定資産

退職給付引当資産 117,850,532

減価償却引当資産 95,862,072

   特定資産合計 213,712,604

  (３)その他固定資産

建物 230,004,435

車両運搬具 19,547,679

什器備品 56,721,883

土地 503,969,554

保証金 1,608,691

長期貸付金 30,000,000

   その他固定資産合計 841,852,242

   固定資産合計 1,056,564,846

   資産合計 1,317,395,458

Ⅱ 負債の部

１．流動負債

未払金 61,387,789

前受金 10,857,000

賞与引当金 24,991,548

   流動負債合計 97,236,337

２．固定負債

退職給付引当金 261,156,117

役員退職慰労引当金 15,603,353

受入保証金 7,350,000

   固定負債合計 284,109,470

   負債合計 381,345,807

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

定期預金 1,000,000

   指定正味財産合計 1,000,000

   (うち基本財産への充当額) (1,000,000)

２．一般正味財産 935,049,651

   (うち特定資産への充当額) (95,862,072)

   正味財産合計 936,049,651

   負債及び正味財産合計 1,317,395,458

注)公益法人会計基準(平成２０年４月１１日 内閣府公益認定等委員会)適用初年度のため前年度欄及び

   増減欄の金額は記載せず｡

科            目

貸   借   対   照   表

平成23年3月31日現在

平成２２年度収支決算



公益目的事業会計 収益事業会計 法人会計 内部取引消去 合     計

Ⅰ 資産の部

1．流動資産

現金預金 243,685,315 6,749,069 1,271,728 251,706,112

未収金 9,124,500 9,124,500

   流動資産合計 252,809,815 6,749,069 1,271,728 260,830,612

２．固定資産

  (１)基本財産

定期預金 1,000,000 1,000,000

   基本財産合計 1,000,000 1,000,000

  (２)特定資産

退職給付引当資産 117,850,532 117,850,532

減価償却引当資産 95,862,072 95,862,072

   特定資産合計 213,712,604 213,712,604

  (３)その他固定資産

建物 171,269,962 56,997,879 1,736,594 230,004,435

車両運搬具 19,547,679 19,547,679

什器備品 56,454,763 267,120 56,721,883

土地 503,969,554 503,969,554

保証金 1,608,691 1,608,691

長期貸付金 30,000,000 30,000,000

   その他固定資産合計 752,850,649 56,997,879 32,003,714 841,852,242

   固定資産合計 967,563,253 56,997,879 32,003,714 1,056,564,846

   資産合計 1,220,373,068 63,746,948 33,275,442 1,317,395,458

Ⅱ 負債の部

１．流動負債

未払金 61,387,789 61,387,789

前受金 10,857,000 10,857,000

賞与引当金 24,593,535 246,830 151,183 24,991,548

   流動負債合計 96,838,324 246,830 151,183 97,236,337

２．固定負債

退職給付引当金 256,996,964 2,579,320 1,579,833 261,156,117

役員退職慰労引当金 14,043,017 520,112 1,040,224 15,603,353

受入保証金 7,350,000 7,350,000

   固定負債合計 271,039,981 10,449,432 2,620,057 284,109,470

   負債合計 367,878,305 10,696,262 2,771,240 381,345,807

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

定期預金 1,000,000 1,000,000

   指定正味財産合計 1,000,000 1,000,000

   (うち基本財産への充当額) (1,000,000) (1,000,000)

２．一般正味財産 851,494,763 53,050,686 30,504,202 935,049,651

   (うち特定資産への充当額) (95,862,072) (0) (0) (95,862,072)

   正味財産合計 852,494,763 53,050,686 30,504,202 936,049,651

   負債及び正味財産合計 1,220,373,068 63,746,948 33,275,442 1,317,395,458

貸 借 対 照 表 内 訳 表

平成23年3月31日現在

科          目



(単位：円)

当  年  度 前  年  度 増     減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(１)経常収益

基本財産運用益

基本財産受取利息 2,500

特定資産運用益

特定資産受取利息 3,618,831

受取入会金

受取入会金 400,000

受取会費

会員受取会費 20,270,000

事業収益 1,492,831,681

検査･検定事業収益 1,385,160,340

研究開発事業収益 28,742,900

普及啓発事業収益 62,832,000

不動産賃貸事業収益 16,096,441

雑収益 6,004,126

受取利息 4,150,996

雑収益 1,853,130

経常収益計 1,523,127,138

(２)経常費用

事業費 1,427,755,174

役員報酬 35,251,261

給料手当 395,556,319

臨時雇賃金 62,470,978

役員退職慰労費用 2,329,134

職員退職給付費用 19,165,174

福利厚生費 79,746,696

会議費 27,377,975

旅費交通費 66,917,763

通信運搬費 8,958,317

減価償却費 34,718,913

消耗品費 61,488,274

維持修繕費 16,214,728

圃場管理費 13,667,069

印刷製本費 54,222,112

光熱水料費 11,288,973

賃借料 35,647,645

保険料 2,459,326

諸謝金 2,135,901

租税公課 39,481,458

支払負担金 2,549,500

研究･普及啓発費 5,840,890

委託費 446,029,673

雑費 4,237,095

科                目

正 味 財 産 増 減 計 算 書

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで



当  年  度 前  年  度 増     減

管理費 10,130,003

役員報酬 3,204,660

給料手当 2,738,275

役員退職慰労費用 211,739

職員退職給付費用 132,673

福利厚生費 716,761

会議費 157,227

旅費交通費 417,092

通信運搬費 175,412

減価償却費 156,994

消耗品費 66,182

維持修繕費 111,442

印刷製本費 135,000

光熱水料費 38,096

賃借料 100,040

保険料 7,324

諸謝金 1,316,311

租税公課 374,336

雑費 70,439

経常費用計 1,437,885,177

評価損益等調整前当期経常増減額 85,241,961

基本財産評価損益等

特定資産評価損益等 △ 8,022,992

投資有価証券等評価損益等

評価損益等計 △ 8,022,992

当期経常増減額 77,218,969

２．経常外増減の部

(１)経常外収益

(２)経常外費用

当期経常外増減額 0

当期一般正味財産増減額 77,218,969

一般正味財産期首残高 857,830,682

一般正味財産期末残高 935,049,651

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0

指定正味財産期首残高 1,000,000

指定正味財産期末残高 1,000,000

Ⅲ 正味財産期末残高 936,049,651

注)公益法人会計基準(平成２０年４月１１日 内閣府公益認定等委員会)適用初年度のため前年度欄及び

   増減欄の金額は記載せず｡

科                目



(単位：円)

公益目的事業会計 収益事業会計 法人会計 内部取引消去 合    計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(１)経常収益

基本財産運用益

基本財産受取利息 2,500 2,500

特定資産運用益

特定資産受取利息 3,618,831 3,618,831

受取入会金

受取入会金 200,000 200,000 400,000

受取会費

会員受取会費 10,135,000 10,135,000 20,270,000

事業収益 1,476,735,240 16,096,441 1,492,831,681

検査･検定事業収益 1,385,160,340 1,385,160,340

研究開発事業収益 28,742,900 28,742,900

普及啓発事業収益 62,832,000 62,832,000

賃貸事業収益 16,096,441 16,096,441

雑収益 5,703,153 1,768 299,205 6,004,126

受取利息 3,850,023 1,768 299,205 4,150,996

雑収益 1,853,130 1,853,130

経常収益計 1,496,394,724 16,098,209 10,634,205 1,523,127,138

(２)経常費用

事業費 1,412,221,347 15,533,827 1,427,755,174

役員報酬 34,464,040 787,221 35,251,261

給料手当 391,324,439 4,231,880 395,556,319

臨時雇賃金 62,470,978 62,470,978

役員退職慰労費用 2,244,438 84,696 2,329,134

職員退職給付費用 18,960,135 205,039 19,165,174

福利厚生費 78,843,190 903,506 79,746,696

会議費 27,377,975 27,377,975

旅費交通費 66,828,829 88,934 66,917,763

通信運搬費 8,687,226 271,091 8,958,317

減価償却費 32,833,689 1,885,224 34,718,913

消耗品費 61,385,993 102,281 61,488,274

維持修繕費 13,123,015 3,091,713 16,214,728

圃場管理費 13,667,069 13,667,069

印刷製本費 54,222,112 54,222,112

光熱水料費 10,232,091 1,056,882 11,288,973

賃借料 35,493,038 154,607 35,647,645

保険料 2,412,291 47,035 2,459,326

諸謝金 1,379,901 756,000 2,135,901

租税公課 37,722,601 1,758,857 39,481,458

支払負担金 2,549,500 2,549,500

研究･普及啓発費 5,840,890 5,840,890

委託費 446,029,673 446,029,673

雑費 4,128,234 108,861 4,237,095

正味財産増減計算書内訳表

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで

科              目



公益目的事業会計 収益事業会計 法人会計 内部取引消去 合    計

管理費 10,130,003 10,130,003

役員報酬 3,204,660 3,204,660

給料手当 2,738,275 2,738,275

役員退職慰労費用 211,739 211,739

職員退職給付費用 132,673 132,673

福利厚生費 716,761 716,761

会議費 157,227 157,227

旅費交通費 417,092 417,092

通信運搬費 175,412 175,412

減価償却費 156,994 156,994

消耗品費 66,182 66,182

維持修繕費 111,442 111,442

印刷製本費 135,000 135,000

光熱水料費 38,096 38,096

賃借料 100,040 100,040

保険料 7,324 7,324

諸謝金 1,316,311 1,316,311

租税公課 374,336 374,336

雑費 70,439 70,439

経常費用計 1,412,221,347 15,533,827 10,130,003 1,437,885,177

84,173,377 564,382 504,202 85,241,961

基本財産評価損益等 0

特定資産評価損益等 △ 8,022,992 △ 8,022,992

投資有価証券評価損益等 0

評価損益等計 △ 8,022,992 0 0 △ 8,022,992

当期経常増減額 76,150,385 564,382 504,202 77,218,969

２．経常外増減の部

(１)経常外収益

(２)経常外費用

当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 500,000 △ 500,000 0

当期一般正味財産増減額 76,650,385 64,382 504,202 77,218,969

一般正味財産期首残高 774,844,378 52,986,304 30,000,000 857,830,682

一般正味財産期末残高 851,494,763 53,050,686 30,504,202 935,049,651

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0

指定正味財産期首残高 1,000,000 1,000,000

指定正味財産期末残高 1,000,000 1,000,000

Ⅲ 正味財産期末残高 852,494,763 53,050,686 30,504,202 936,049,651

科              目

評価損益等調整前当期経常増減額



(単位：円)

当  年  度 前  年  度 増     減

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ･フロー

１．当期一般正味財産増減額 77,218,969

２．キャッシュ･フローへの調整額

減価償却費 34,875,907

退職給付引当金の増減額 19,297,847

役員退職慰労引当金の増減額 2,540,873

未収金の増減額 △ 437,850

仮払金の増減額 900,000

未払金の増減額 4,506,279

前受金の増減額 △ 120,425,550

預り金の増減額 △ 1,292,368

賞与引当金の増減額 24,991,548

特定資産の評価益等 8,022,992

小計 △ 27,020,322

３．指定正味財産増加収入

指定正味財産増加収入計 0

事業活動によるキャッシュ･フロー 50,198,647

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー

１．投資活動収入

特定資産取崩収入 33,145,000

貸付金回収収入 10,000,000

定期預金払戻収入 300,000,000

投資活動収入計 343,145,000

２．投資活動支出

特定資産取得支出 78,005,596

固定資産取得支出 38,342,006

貸付金支出 8,000,000

定期預金預入支出 350,000,000

投資活動支出計 474,347,602

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 131,202,602

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー

１．財務活動収入

財務活動収入計 0

２．財務活動支出

財務活動支出計 0

財務活動によるキャッシュ･フロー 0

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △ 81,003,955

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 182,710,067

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 101,706,112

注)公益法人会計基準(平成２０年４月１１日 内閣府公益認定等委員会)適用初年度のため前年度欄及び

   増減欄の金額は記載せず｡

キャッシュ・フロー計算書(間接法)

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで

科                目



財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

１．重要な会計方針

(１)当期から公益法人会計基準(平成20年4月11日 内閣府公益認定等委員会)を採用している｡

(２)有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券････････償却原価法(定額法)によっている。

その他の有価証券

 時価のあるもの･･･････････決算日の市場価額等に基づく時価法によっている。

 時価のないもの･･･････････個別法による原価法によっている。

(３)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産

     定額法によっている。

リース資産(所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産)

     リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっている｡

     ただし､取得したリース資産の価額に重要性が乏しい場合､通常の賃貸借取引に係る方法に

     よっている。

(４)引当金の計上基準

賞与引当金･･････････････職員に対する賞与の支給に備えるため､支給見込額のうち当期に帰属す

                        る額を計上している｡

退職給付引当金･･････････職員の退職給付の支給に備えるため､期末自己都合要支給額に相当する

                        金額を計上している。

役員退職慰労引当金･･････役員の退職慰労金の支給に備えるため､内規に基づく期末要支給額を計

                        上している｡

(５)キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲

資金の範囲は現金及び現金同等物(手許現金､随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり､

かつ､価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資)としている｡

(６)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである｡

(単位：円)

科         目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

   定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

小      計 1,000,000 0 0 1,000,000

特定資産

   退職給付引当資産 101,805,000 38,919,116 22,873,584 117,850,532

   減価償却引当資産 75,070,000 41,877,072 21,085,000 95,862,072

小      計 176,875,000 80,796,188 43,958,584 213,712,604

合      計 177,875,000 80,796,188 43,958,584 214,712,604



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科         目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産

からの充当額)
(うち負債に
対応する額)

基本財産

   定期預金 1,000,000 (1,000,000) (0) -

小      計 1,000,000 (1,000,000) (0) -

特定資産

   退職給付引当資産 117,850,532 (0) (0) (117,850,532)

   減価償却引当資産 95,862,072 (0) (95,862,072) -

小      計 213,712,604 (0) (95,862,072) (117,850,532)

合      計 214,712,604 (1,000,000) (95,862,072) (117,850,532)

４．固定資産の取得価額､減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額､減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科         目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 561,236,888 331,232,453 230,004,435

車両運搬具 56,215,919 36,668,240 19,547,679

什器備品 131,541,381 74,819,498 56,721,883

合      計 748,994,188 442,720,191 306,273,997

５. キャッシュ･フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(１)現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は次のとおりである｡

前期末 当期末

現金預金勘定 282,710,067円 現金預金勘定 251,706,112円

預入期間が３ヶ月を 預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 超える定期預金

現金及び現金同等物 182,710,067円 現金及び現金同等物 101,706,112円

(２)重要な非資金取引は､以下のとおりである｡

前期末 当期末

なし なし

100,000,000円 150,000,000円



附 属 明 細 書

１．基本財産及び特定資産の明細は､財務諸表に対する注記に記載している｡

２．引当金の明細

(単位：円)

当 期 減 少 額

目的使用 そ の 他

賞与引当金 0 24,991,548 24,991,548

退職給付引当金 241,858,270 19,297,847 261,156,117

役員退職慰労引当金 13,062,480 2,540,873 15,603,353

科    目 当期増加額 期末残高期首残高



財    産    目    録
平成23年3月31日現在

(単位：円)

貸 借 対 照 表 科 目 場 所 ･ 物 量 等 使  用  目  的  等 金     額

(流動資産)

現金 手元保管 運転資金として 643,529

預金 普通預金 運転資金として 101,062,583

りそな銀行秋葉原支店他全32店

(事務局4店･研究所1店･支部7
店･試験地20店)

定期預金 運転資金として 150,000,000

りそな銀行秋葉原支店

未収金 会員１社 公益目的事業の未収金 9,124,500

流動資産合計 260,830,612

(固定資産)

基本財産 定期預金 定期預金
公益目的保有財産であり､運用益を公益目的事業の財源
として使用している｡

1,000,000

りそな銀行秋葉原支店

特定資産 退職給付引当資産 定期預金
職員退職給付資金及び役員退職慰労資金として管理され
ている預金

20,000,000

りそな銀行秋葉原支店

社債
長期間保有することにより､運用益を公益目的事業の財
源として使用している｡

97,850,532

アジア開発銀行他

減価償却引当資産 定期預金
公益目的事業の積立資産であり､資産取得資金として管
理されている預金

20,000,000

りそな銀行秋葉原支店

社債
長期間保有することにより､運用益を公益目的事業の財
源として使用している｡

75,862,072

アジア開発銀行他

その他固定資産建物 事務局 1,028㎡
3～5階部分：公益目的保有財産であり､公益目的事業の
施設に使用している｡

96,232,000

東京都台東区台東1-26-6 地下1階･1～2階･6階：収益事業に使用している｡

地下１階地上6階建

研究所 本館1棟･別館1棟
公益目的保有財産であり､公益目的事業の施設に使用し
ている｡

96,561,268

茨城県牛久市柏田町860

研究所 温室･付帯設備棟
公益目的保有財産であり､公益目的事業の施設に使用し
ている｡

5,514,291

試験地 事務室等 計15棟
公益目的保有財産であり､公益目的事業の施設に使用し
ている｡

31,696,876

車両運搬具 研究所･試験地 公益目的保有財産であり､公益目的事業に使用している｡ 19,547,679

軽トラック･トラクター等36
件什器備品 事務局 会計ソフト 管理業務に使用している｡ 267,120

公益目的保有財産であり､公益目的事業に使用している｡ 26,719,177

研究所･試験地 公益目的保有財産であり､公益目的事業に使用している｡ 29,735,586

圃場管理備品･研究備品等53
件土地 事務局 264㎡ 公益目的保有財産であり､公益目的事業に使用している｡ 284,000,000

東京都台東区台東1-26-6

研究所 43,894㎡ 公益目的保有財産であり､公益目的事業に使用している｡ 191,822,554

茨城県牛久市･竜ヶ崎市

北海道試験地 20,186㎡ 公益目的保有財産であり､公益目的事業に使用している｡ 18,773,000

十勝試験地 505㎡ 公益目的保有財産であり､公益目的事業に使用している｡ 300,000

福岡試験地 392㎡ 公益目的保有財産であり､公益目的事業に使用している｡ 9,074,000

保証金 事務室賃貸敷金等 公益目的保有財産であり､公益目的事業に使用している｡ 1,608,691

長期貸付金 職員に対するもの 職員に対する住宅購入資金の貸付 30,000,000

固定資産合計 1,056,564,846

資産合計 1,317,395,458

(流動負債)

未払金 委託費に対する未払額 公益目的事業に関する未払い分 49,838,189

消費税等 公益目的事業に関する未払い分 11,549,600

前受金 事業収益に対する前受額 公益目的事業に関する前受け分 10,857,000

賞与引当金 職員に対するもの 職員に対する賞与の支払いに備えたもの 24,991,548

流動負債合計 97,236,337

(固定負債)

退職給付引当金 職員に対するもの 職員に対する退職金の支払いに備えたもの 261,156,117

役員退職慰労引当金 役員に対するもの 役員に対する退職金の支払いに備えたもの 15,603,353

受入保証金 敷金 収益事業に係る事務室賃貸敷金(3団体から) 7,350,000

固定負債合計 284,109,470

負債合計 381,345,807

正味財産 936,049,651

事務局 委託試験システム･空調設備



(単位：円)

予 算 額 決 算 額 差    異 備    考

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

基本財産運用収入 2,000 2,500 △ 500

特定資産運用収入 4,000,000 3,618,831 381,169

入会金収入 100,000 400,000 △ 300,000

会費収入 20,070,000 20,270,000 △ 200,000

事業収入 1,366,860,000 1,492,831,681 △ 125,971,681

雑収入 1,525,000 6,004,126 △ 4,479,126

         事業活動収入計 1,392,557,000 1,523,127,138 △ 130,570,138

２．事業活動支出

事業費支出 1,324,745,107 1,371,541,953 △ 46,796,846

管理費支出 9,214,893 9,628,597 △ 413,704

         事業活動支出計 1,333,960,000 1,381,170,550 △ 47,210,550

         事業活動収支差額 58,597,000 141,956,588 △ 83,359,588

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

特定資産取崩収入 0 33,145,000 △ 33,145,000

貸付金回収収入 0 10,000,000 △ 10,000,000

         投資活動収入計 0 43,145,000 △ 43,145,000

２．投資活動支出

特定資産取得支出 20,000,000 78,005,596 △ 58,005,596

固定資産取得支出 33,000,000 38,342,006 △ 5,342,006

貸付金支出 0 8,000,000 △ 8,000,000

         投資活動支出計 53,000,000 124,347,602 △ 71,347,602

         投資活動収支差額 △ 53,000,000 △ 81,202,602 28,202,602

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

         財務活動収入計 0 0 0

２．財務活動支出 0

         財務活動支出計 0 0 0

         財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 5,597,000 60,753,986 △ 55,156,986

前期繰越収支差額 102,840,289 102,840,289 0

次期繰越収支差額 108,437,289 163,594,275 △ 55,156,986

収    支    計    算    書

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで

科              目



                 収支計算書に対する注記

１ 資金の範囲

資金の範囲には、現金預金、未収金、未払金、前払金、前受金、仮払金、仮受金、預り金

及び賞与引当金を含めている｡

なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである｡

２ 次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

科            目 前期末残高 当期末残高

現 金 預 金 282,710,067 251,706,112

未 収 金 8,686,650 9,124,500

仮 払 金 900,000 0

合         計 292,296,717 260,830,612

未 払 金 56,881,510 61,387,789

前 受 金 131,282,550 10,857,000

預 り 金 1,292,368 0

賞 与 引 当 金 0 24,991,548

合         計 189,456,428 97,236,337

次 期 繰 越 収 支 差 額 102,840,289 163,594,275


